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序文
　2年前に採択された「持続可能な開発のための2030年アジェンダ」において、国際社会は、飢餓と貧
困を根絶するとの目標に加え、農業の持続可能化、すべての人のための健康な生活とまともな仕事の
確保、不平等の是正および経済成長の包摂化を含むその他の重要な目標を達成することを決意した。
2030年の達成期限まで13年しか残っていない現時点において、持続可能な開発目標を達成するために
は、協調した行動が必要である。

　世界には8億1,500万人が慢性的栄養不良状態にあるとするFAOの新しい推計値ほど明確な注意喚
起信号は、他にないであろう。飢えた人々のほとんどは、低所得国および低位中所得国に住んでおり、
このような国々の多くは今もなお、経済の構造的変革に向けた前進を必要としている。変革を成功さ
せたその他の開発途上国において変革を進める原動力となったのは、農業の生産性向上であり、その
結果、農業分野から製造業、工業およびサービス産業への人口および資源の移動が発生し、1人当たり
国民所得が大きく増加し、貧困と飢餓が急激に減少した。こうした変革プロセスに立ち遅れた諸国は、
主としてサハラ以南のアフリカおよび南アジアに集中している。そうした国々の大部分に共通した特
徴は、農業における雇用の割合が大きく、飢餓と栄養不良が広範囲にわたり、貧困の度合いが高いこ
とである。最新の推計値によれば、低所得国および低位中所得国のおよそ17億5,000万の人々は、１日
当たり3.10USドル以下で生活しており、また5億8,000万以上の人々は慢性的な栄養不良状態にある。

　これらの諸国における飢餓と貧困の根絶の見通しに影を投げかけている要因は、自給農業の低い生
産性、限定された工業化の範囲、そして何より、高い人口増加率と爆発的な都市化である。2015年から
2030年までの間に、それらの国々の総人口は、35億人からほぼ45億人まで、25％増加するものと予測さ
れている。都市人口はその2倍の速さで増加し、13億人から20億人になるものと予測されている。サハ
ラ以南のアフリカでは、15～24歳の人口は2030年までに9,000万人以上増加し、しかもそのほとんどは、
農村人口であると予測されている。過酷な貧困生活の見通しに直面する若年の農村住民は、都市に移
住する以外に選択肢がほとんどなく、しかも都市環境の中でありつける働き口の数を彼らの人数が上
回る可能性があるため、単に少しばかり暮らし向きが良くなるだけであるというリスクを伴う。

　本報告書の全体的な結論は、2030年アジェンダの実現は、貧しく飢えた人々のほとんどが住む農村
地帯の進歩に決定的に左右されるということである。報告書は、1990年代以降、多くの国々における農
村変革によって、貧困ライン以上の生活を送る農村住民の数が、7億5,000万人以上増加するに至った
ことを示している。その流れに立ち遅れた国々において同様の結果を達成するため、報告書は、食料
システムの巨大な未開発の潜在力を強化することにより、農産工業の開発を推進し、小規模農家の生
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産性と所得を向上し、さらに食品供給およびバリューチェーンの諸部分を拡大し、農外雇用を創出し
うる全体的戦略を概説している。このような包摂的な農村変革は、農村の貧困の根絶に寄与するのと
同時に、都市部における貧困と栄養不良を終わらせるのに役立つものと期待される。

　包摂的農村変革を推進することになる主要な原動力は、都市部の食料市場で増加しつつある需要で
あり、都市部の市場は、大きな農村人口を抱える国々においてさえ、食料供給量の70％までも消費する
ような市場である。より高い収入のお陰で、都市部消費者は食事の内容を大きく変化させており、主食
から離れて、より高い価値の魚、肉、卵、乳製品、果物、野菜に向かい、そして一般的により多くの加工
食品に向かっている。サハラ以南アフリカの都市部食料市場の価格は、2010年から2030年までの間に、
1,500億USドルから5,000億USドルに成長するものと予測されている。

　このように都市化は、農業にとって絶好の機会を提供している一方で、無数の家族経営の小規模農
家にとって課題を提起するものでもある。利益性のより高い市場が誘因となり、食料生産の大規模商
業農場への集中、大手加工業者と小売り業者が優位性を持つバリューチェーン、そして小規模農家の
排除が発生するようになる可能性がある。都市部の食料需要を充足する分野に小規模生産者が十分に
参加することを確保するためには、以下のような政策的措置が必要である――小規模生産者が投入財
にアクセスする際の障壁の軽減、環境的に持続可能な取組みと技術の採用の促進、貸付資金と市場へ
のアクセスの増加、農業機械化の促進、農業普及システムの活性化、土地保有権の強化、公正な供給
契約の確保、および小規模生産者組織の強化。都市での需要がどのような規模のものであったとして
も、それだけでは小規模農業のための生産および市場条件を改善することにはならない。支援を伴う
公的政策や投資が、包摂的農村変革の肝要な柱である。

　2番目の柱は、農産工業の開発と、農村地域と都市市場とを結びつけるのに必要なインフラの整備で
ある。今後、多くの小規模農家が農業を離れる可能性があり、その大部分は、生産性が大幅に低い農
村経済の中では適正な働き口を見つけることができなくなるであろう。農村地帯における、活力のあ
る農産工業セクターとサービス産業の成長によって、特に女性と若年層のために、地域経済の中で雇
用が創出され、その結果所得が増加し、栄養、健康および食料安全保障の全体的な向上を支えること
になるものと予想される。

　農業を基盤とする多くの経済において、農産工業はすでに大きな分野となっている。サハラ以南ア
フリカでは、大部分の国々において、食品・飲料加工が製造業による付加価値の30～50％を占めてお
り、中には80％以上を占める国もある。しかしながら、農産工業の成長は、基礎的インフラの不足に
よって妨げられている場合が多い。インフラとはすなわち、農村部における道路や電力網をはじめと
する貯蔵設備および保冷運送手段等である。多くの低所得国において、このような阻害要因は、公的
および民間部門投資の不足によって一層深刻化している。
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　包摂的農村変革の3番目の柱は、農村開発計画におけるテリトリアル・フォーカス（圏域に焦点を絞
ること）であり、その狙いは、中心となる小都市とその周辺農村部との間の物理的・社会的・政治的つ
ながりの強化である。開発途上世界では、総都市人口の約半分、すなわち約15億人の人々が、住民数
50万人以下の小都市や町に住んでいる。政策責任者や立案者からは疎かにされる場合が非常に多いの
であるが、小都市や町の圏域ネットワークは、農村部の住民にとっては重要な拠点である――彼らが、
種子を購入し、子供たちを学校に通わせ、医療やその他のサービスにアクセスする場所である。

　最近の研究によれば、農村経済の開発は、このような小規模の都市区域の開発と一体化した場合の
方が、より速やかであり、しかも通常の場合、より包摂的である場合が多いことが明らかにされてい
る。本報告書で説明したアグロテリトリアル（農業圏域）開発のアプローチでは、小都市や町と、それ
らの農村「管轄区域」とのつながりは、生産者、農産加工業者と付随的サービス産業、ならびに、食品
生産と消費に関わる地域の流通組織を含むその他の食品バリューチェーンの川下部分を結びつけるイ
ンフラ整備事業および政策を通して強化される。当該アプローチの事例としては、時には数百kmにも
達する輸送経路が生産地域を小規模都市拠点に結びつける農業回廊地帯（アグロコリドール）や、食
料生産者、加工業者および諸施設をネットワークで連結し、共通した課題に対応する農業クラスター
が含まれる。

　農村・都市複合体内において仲立ち機能を果たし、生産物を販売し経済成長の利益を共有する、よ
り多くの機会を小規模農家に提供するという小都市や町の触媒的役割を認識することが、政策責任者
に強く求められる。小都市や町はまた、繁栄するサービス産業分野の拠点としても役立つことができ、
そのことは農村地域における裾野の広い経済成長と、経済全体としての構造変革の原動力となるもの
と期待される。

　FAOは1947年以降毎年、『世界食料農業白書』を発行している。それ以来の農業における進歩は、食
料生産における飛躍的発展を達成し、世界の食料安全保障を強化し、構造変革を支え、それが世界人
口の大部分に繁栄をもたらした。しかしながら、世界全体の推定では、8億1,500万人の人々が今もなお
慢性的飢餓に苦しみ、それ以上の多数の人々が貧困の中に生きており、その現状を考えるならば、依
然としてやるべきことが多く残っている。経済成長がもっと包摂的なものにならない限り、2030年まで
に貧困を終わらせ、「ゼロ・ハンガー（飢餓をなくす）」を達成するという世界の目標には到達できない
ことになる。人間（People）、地球（Planet）、繁栄（Prosperity）、連帯（Partnership）および平和（Peace）
の5つのPを提供する世界において、「取り残された」人々が正当な場所を確実に占められるようにする
ため、国際社会は今まさに力を合わせなければならない。

ジョゼ・グラチアノ・ダ・シルバ
FAO事務局長

世界食料農 業白書2017年報告  要約版 
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　1990年代以降、めざましい経済発展を遂げ
てきた開発途上国では、中等度の貧困ライン
を上回る暮らしを送る人々の数が16億人以上
も増加した。この中には農村部に暮らし続け
る7億5,000万人も含まれており、農村開発が、
これまでも、そしてこれからも、飢餓や貧困の
解消にとって不可欠であることを示している。
本書は、低所得国で目下進行中の経済構造お
よび農村の変革と食料システムへの影響、さ
らには、変革が何百万もの小規模食料生産者
にもたらす機会と課題を分析している。また、
「アグロテリトリアル（農業圏域に基づく）」プ
ランニングアプローチ、すなわち、従来の農産
工業開発に加えて、都市や町とその周辺の農
村部とを結びつけることに重点を置いたアプ
ローチが、いかに食料システムを強化し、持続
可能かつ包摂的な農村振興を促すことができ
るかを示している。報告書はさらに、農村の変
革が自動的に貧困の削減や食料安全保障の改
善につながるわけではないという点を強調す

る。変革には、政策立案者による政策選択がき
わめて重要となる。

　過去には、経済の基盤が農業から工業・
サービス業に転換したのに伴い、農村から都
市への大規模な人口移動が生じた。東アジア
や東南アジアでは、1960年代以降、農業生産性
の大幅な向上にも
かかわらず、人々が
農村から移出し、総
人口に占める農村
人口の割合が、それ
までの7割からおよ
そ5割にまで減少し
た。移出の最大要因
は、製造業や関連
サービス業の急激
な成長に伴う所得の増大であった。すべての
セクターで生産性が向上したことが経済構造
および農村の変革の原動力となり、農村から

農村地域における
経済成長は、
何百万の人々を
貧困から救い上げる
一助となってきた。
経済成長は、社会保護や
インフラ開発、
地域経済の振興に向けた
政策と結びつけば、
2030年までに飢餓を
終結させるための不可欠な
要素となるだろう。

»
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注：ここで使われている「貧困ライン」は、中等度、すなわち1日当たり3.10 US ドル（2011年の購買力平価に基
づく）以下での生活を指す。グラフはデータが入手できる以下の国々を含んでいる。東アジア・東南アジア：カ
ンボジア、中国、インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナム。南アジア：バングラデシュ、ネパール、インド。
ラテンアメリカ・カリブ海：ブラジル、カンボジア、ドミニカ共和国、グアテマラ、ニカラグア、ペルー。サハ
ラ以南アフリカ：ブルキナファソ、コートジボワール、エチオピア、マリ、マラウイ、モザンビーク、ナイジェ
リア、ルワンダ、南アフリカ共和国、ウガンダ、タンザニア、ジンバブエ。近東・北アフリカ：イラン、タジキ
スタン、チュニジア、トルコ。

出典：World Bank and IFAD（2016）に基づくFAOの算出。
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総合要約

都市への移住を促した一方で、総体的な貧困
の大幅な削減にもつながった。ところが、21世
紀になって浮上してきたさまざまな課題は、
今日の農村変革が、かつてのこうした変化と
は異なることを示唆している。 n

現在進行中の変革と
その課題

　かつての変革の最大の推進要因であった産

業化は、現在、サハラ以南アフリカの大半の国

では見られず、南アジアでも停滞気味である。

サハラ以南アフリカで進行してきた急速な都
市化は、それに見合った製造部門や近代サー
ビス部門の成長を伴っていない。生産性の低
い農業から離脱した人々は、ほとんどの場合、
同様に生産性の低い都市部のインフォーマル
セクターのサービス業に転じている。こうし
た転業による恩恵はごくわずかである。1990
年代以降、サハラ以南アフリカの貧困率はほ
ぼ横ばい状態であり、貧困人口の絶対数は増
えている。アフリカの貧しい農村住民の多く
は、都市部に移住しても貧困から抜け出せず、
すでに大勢いる都市部の貧困層に加わるにす
ぎない。同様の動きは南アジアでもみられる
――同地域では、農村の貧困層は、都市部に移
住するよりも、むしろ農村部に留まることで
貧困をまぬがれる傾向が強い。

　とりわけサハラ以南アフリカでは、今後数

十年で若年人口の大幅な増加が見込まれ、若

者への雇用創出が大きな課題となる。2015年
から2030年にかけて、アフリカとアジアの人

口の総和は56億人から66億人超に増えると予
想されている。同時期に、世界の15～24歳の人
口はおよそ1億人増えて13億人になるとみら
れ、そのほとんどがサハラ以南アフリカ、特に
農村部で生じるとみられる。若年人口の空前
の増加を受け、多くの低所得国は、労働市場に
新たに参入する何百万もの労働者に適正な雇
用を提供しなければならないという課題に直
面している。離農したものの地元の非農業部
門で職を見つけられない労働者は、他の土地
で仕事を求めるよりほかなく、季節的または
恒久的な移住に至る。教育の機会や基礎サー
ビスへのアクセス改善も移住の重要な動機で
はあるが、多くの場合は、職や収入機会の向上
を求めて移住するのである。

　世界では5億世帯もの小規模農家が、農村の

構造変化から取り残されるリスクにさらされ

ている。世界の投入市場の主流を占めるアグ
リビジネスは、途上国における生産資源の乏
しい小規模農家のために技術開発を行うイン
センティブをほとんど持っていない。しかし、
小規模農家や家族農家は、サハラ以南アフリ
カとアジアにおける食料供給の8割を生産して
おり、こうした農家の生産性の改善に向けた
投資が急務といえる。多くの小規模生産者は
この先、フードバリューチェーンの川下――
そこでは、中核をなす大規模な加工業者や小
売業者が、農家との契約取引を用いて供給量
を調整したり、食品の品質や安全性の厳格な
基準を定めている――において目下進行中の
構造変化に適応していかねばならず、こうし
た要件に適応できない小規模農家は取り残さ

»
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れかねない。国際貿易の拡大は、生産性や競争
力を高める刺激となりうる反面、都市部の消
費者がより安価な輸入食品を選択すれば、地
方生産者の国内市場へのアクセスが制限され
る恐れもある。かつては東アジアやラテンア
メリカの国内市場の発展を助けてきた輸入規
制措置が現在は発動しにくくなっているとい
う点も、国内生産者が抱える課題をより困難
なものにしている。

　農業が自然資源の制約や気候変動の影響に

かつてなく直面する一方、都市化や人口増加、

所得増大が、食料需要を一気に押し上げてい

る。世界人口は現在の73億人から2050年には
98億人近くにまで膨らみ、増加の大部分は開
発途上地域で生じると予想される。低所得国
の人口は14億人に倍増する可能性がある。人
類の食料消費をまかなうには、今世紀の半ば
までに、食料その他の農産物の生産を2012年
のレベルから5割増やす必要がある。一方で、
途上国では都市化と富裕化が進んだことで
「栄養転換」が生じ、動物性たんぱく質の消費
量が増えている。これにより、家畜の大幅な増
産や、それに伴う資源の集約的な利用も不可
避となるであろう。こうした傾向は、農業や食
料システムにも影響を及ぼす。農業や食料シ
ステムは、かつてない気候変動や自然資源制
約にうまく対処しつつ、生産性を高め、多様化
を進めるために、大幅な適応を図らなければ
ならない。農家の生計を保護・向上させつつ、
いかに少ない資源でより多くを生産するかが、
グローバルな課題となる。

　前述の4つの最重要課題に対処するには、食
料システムについて、また、食料システムがい
かに農村と都市の両経済に変化をもたらして
いるかについて把
握するとともに、
農村と都市のつな
がりについて、ま
た、世界の食料消
費をまかなう農家
や営農システム
が、複雑で変化す
る需要にどう適応
していくべきかに
ついて熟知しておくことが求められる。こう
した理解を深めることで、飢餓と貧困を解消
し、誰もが繁栄の恩恵にあずかれる包摂的な
農村変革に向けて食料システムを強化する方

法についての知見が得られるであろう。 n

農村の変革に向けた
食料システムの強化

　産業化の見通しに乏しく変革に向けて移行

中の国では、農産工業が離農者の雇用の重要

な受け皿となりうる。ある試算によると、現在
の動向を変えるための手立てが何ら打たれな
ければ、農業市場の統合が進み、今後数十年で
17億人もの男女の農業者が農業を離れること
になるという。農業から労働力が流出し、離村
の圧力が増すと、変革に向けて移行中の国は、
食品加工や販売といった農場外の農業関連活
動での雇用を生み出す必要に迫られる。こう
した状況下において、食料システムの川中・

急速に人口が
増加する一方で
産業化の見通しに
乏しい国において
若者への雇用を
創出するためには、
食品加工やサービス業、
アグリツーリズムといった
農場および農場外での
適正な働き口の力強い
成長が求められる。

世界食料農 業白書2017年報告  要約版 
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総合要約

川下の発展は、農外雇用を拡大するとともに、
そうしたサービスを提供する小規模都市と結
びついた農村テリトリーにも包摂的な変革の
機会をもたらす。開発途上世界では、過去30年
間で食品産業が急速に発展した。農産工業が
製造付加価値に占める割合は、低所得国では5
割以上、中所得国では3割を占めている。食品
加工部門は労働集約的な傾向が高まっている
うえ、製造業の労働生産性は平均を上回って

いるため、食品・飲料部門は農外雇用を創出
する大きなポテンシャルを秘めている。高付
加価値農産品の加工分野では、女性の雇用が
多くの国で著しく拡大している。
　ただしアフリカでは、おそらくは家族経営
の零細企業――こうした企業は規模の経済に
乏しく、家族外労働力には季節的な仕事しか
提供できない――が群居する市場構造により、
食品加工業は伸び悩んでいるようだ。
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出典：World Bank and IFAD (2016)に基づくFAOの算出。

図18　農外雇用のシェア率の推移および農業生産性の増加（1990年代～2010年代）
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　食料需要の増加や食生活の転換（主食作物

の消費減少）は、産業化に向けた機会を移行国

にもたらしうる。都市の食料市場はこの数十
年間で急速に発展し、農村と都市のフードサ
プライチェーンもそれに伴って発達してきた。
都市化は食料需要を刺激するだけでなく、食
生活の転換、すなわち、穀物や塊茎類といった
主食作物から、魚、肉、卵、乳製品、果物、野
菜、さらには加工度の高い食品一般への食生
活の転換も促す。こうした転換は農村部でも
顕著で、サハラ以南アフリカやアジアの農村
部の食生活では、購入した加工食品が増えて

いる。食生活の転換は、飼料用穀物や畜産物、
園芸作物の需要も押し上げている。
　都市部における食料や高価値加工食品の需
要拡大は、生産者や、生産投入財の供給者を含
め、アグリビジネスに多くの機会を提供する。
販売、加工、包装、
流通、保管といっ
た食料システムの
農場外のセグメン
トが拡大すると、
都市は、農村で拡
大する農外経済の
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図20　インドネシアにおける食品および飲料部門の付加価値の推移（1990～2013年）

都市化に加え、
農村部と都市部で
見られる食事の
変化は、
食料システムの変革の
原動力となり、
農村・都市間の結びつきを
強めている。
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注記：主食は穀物、根菜類および塊茎類を含む
出典：FAO（2017c）and World Bank（2016a） 訳注：LN＝自然対数

出典：FAO（2017c）and World Bank（2016a） 訳注：LN＝自然対数
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拠点となる。こうした変革が進めば、農村部
は、急拡大するサプライチェーンや多角化す
る経済に結びついた小規模な農外企業を後押
しする役割を果たすことができる。集落ごと

に分断されていた加工や販売に代わり、中継
市町村やその周辺地域において加工、ロジス
ティクス、卸売、小売が集積するようになり、
バリューチェーンの伸長がもたらされる。

出典：FAO

図12　農村地域と小規模都市とを結びつける食料システム・バリューチェーン
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総合要約

　小規模市町村は、食料システムの中継点や

農産工業の発展拠点として、農村変革におい

て触媒的な役割を果たすことができる。農村
と都市はもはや切り離された領域ではなく、
巨大都市から、大規模な地域拠点、マーケット
タウン、地方の後背地までを包摂する「農村・
都市圏」を形成する。開発途上国では、大半の

都市部は比較的小規模で、都市部の総人口の
およそ半数（15億人近く）が人口50万人以下の
市町村に暮らしている。ラテンアメリカ・カ
リブ海地域を除く途上地域では、大都市より
も、小都市やその周辺に暮らす人口の方が多
い。そのうえ小都市の食料需要は、都市部のお
よそ6割を占めている。このことは、小都市が

注記：用語の定義については、メインレポートの表1（p.17）および付属資料A1（p.124）を参照のこと。
GRUMPおよびLandScanグリッドベースの、2000年版人口密度データセットが最も新しい世界的推計値である。 
出典：FAOによる算出と編集
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農村変革において、少なくとも大都市と同じ
くらい重要な役割を担うことを示している。
東アフリカでは、小都市が経済基盤の多角化
を急速に進めており、農村部との強固なつな
がりを構築しつつある。ラテンアメリカでは、
周辺の農村部と大規模な集積都市の両方と経
済的にリンクした町が急激な発展を遂げてき
た。都市化は一般に、農村部と経済的に結びつ
くことで農村の貧困削減を促すが、小都市は、
複数の小さな町が均等に点在することで、よ
り多くの農村世帯に、所得や生計、福祉の改善
につながる手段への良好なアクセスを提供す
るため、より包摂的かつ永続的な形で貧困削
減に資すると思われる。

　小都市とその「管轄農村地域」とを結びつけ

るアグロテリトリアル開発は、都市の食料ア

クセスと、農村の貧困層の機会を大きく改善

することができる。アグロテリトリアル開発
アプローチは、多様な関係者を引き込んだ計
画立案プロセスを通じて、食料部門の縦割り

的な経済的側面と、農業や食料システムの根
幹にある、その空間的・社会的・文化的次元
とを融合させようという試みだ。食料システ
ムのダイナミクスや各圏域の現状に対応した
アプローチを実行するには、まず、テリトリー
全体の人口分布を把握し、その関係者の複雑
な網の目がどのように相互作用しているのか
を熟知しておく必要がある。次のステップは、
農村と小規模市町村とのつながりを強化し、
生産者や農産工業の加工業者、付随的な農外
サービス、その他のフードバリューチェーン
の川下に結びつけることである。所得創出機
会や、食料の供給・アクセス、打撃に対する世
帯のレジリエンスの状況は国や地域によって
大きく異なるため、アグロテリトリアル・プ
ランニングでは、介入を行う際には個々の地
域の人口動態や、地理的・社会経済的背景の
考慮が必要であるとの認識に立っている。

　アグロテリトリアル・アプローチの成功の

カギを握るのは、農村・都市圏の全域にわ

個別事業振興者局地化した
地理的地域

より強力な
民間セクターによる主導

より広大な
地理的地域 

より強力な
公的セクターによる主導

農業団地

農業を基盤とする
特別経済地帯

農業クラスター 農業回廊

出典：Gálvez Nogales and Webber, 2017, Figure 23. 

図22　農業テリトリーに対する投資の地理的範囲と支配責任の類型
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総合要約

たって、インフラ開発と政策介入をバランス

よく取り込むことである。最も広く採用されて
いる5つのアグロテリトリアル開発ツール――
農業回廊、農業クラスター、農産加工団地、農
業経済特区、アグリビジネス起業支援――は、
農産工業や農村の農外経済の発展を支えるプ
ラットフォームである。これらのツールは、全
体的な目的や、地理的範囲、それらを決定づけ
る特徴の点でそれぞれ異なる。5つのツールは
いずれも、農村の雇用創出と、農村・都市の連
携向上を目的としているが、その規模や程度
はさまざまだ。例えば「農業回廊」は、インフ
ラ開発、政策・規制枠組み、制度拡充、食料シ
ステムにおけるさまざまなイニシアティブの
大規模な統合を主な特徴とする。こうした回
廊は数千kmの範囲にも及び、多くの市町村を
アグリビジネス活動の拠点として動員するこ
ともある。「農業クラスター」もインフラを提
供するが、基幹インフラへの投資はずっと少
ない。こうした相違はあるものの、成功してい
るアプローチはいずれも、政策、規制の整備・
調整、組織の強化といった取り組みと、生産者
と市場とを結ぶインフラなどの「ハード面」へ
の投資とを一体化させて進めている。 

　食料システムや都市・農村圏の中でビジネ

スを促進するには、公共の財やサービスが必

要となる。インフラの改善に加え、例えば事業
コストを低減したり、投資インセンティブを
提供したり、対象圏域の食料システムにおけ
る包摂的な経済活動の発展を促す条件を整え
るに当たっては、政府が重要な役割を果たす。
また、法的・規制的・政策的枠組みは、必要以

上に高い取引コスト――これらはスムーズな
市場の機能を阻害し、農家による新たな技術
の取り入れや市場参入を妨げる――を引き下
げることができる。さらに、効率的で公正な契
約農業の取引きを保証することもできる。政
府はまた、農家組織や、農家やアグリビジネス
を支援する金融機関、「グリーン成長」投資枠
組み、大学主導のアグリビジネス起業支援、企
業の能力構築に向けた専門的支援のための公
共プログラムといった取り組みの推進におい
て、重要な役割を果たしている。アグロテリト
リアル・アプローチが特定のテリトリーに適
用されれば、投資、制度、政策枠組みの観点か
ら必要な介入策を選択するにあたって有益な

情報を提供することができる。 n

営農システムも適応が必要

　増加する食料需要をまかなうためには、よ

り生産的で持続可能な営農システムを開発す

る必要がある。20世紀末に起こった農業変革
は、大量の投入財を使用する大規模な農業集
約化に依存していた。こうしたアプローチは
多くの国々で、大規模な森林減少や土壌・水
資源の枯渇、大量の温室効果ガス排出といっ
た深刻な環境破壊を招いてきた。今後の農業
変革においては、かつてない環境面の制約に
向き合うことになるため、気候変動と自然資
源不足の「緩和」と「適応」の両方に向けた対策
が求められる。農家は収量を損なわずに資源
利用を減らしたり、温室効果ガスの主要な排
出源である家畜糞尿の最適な管理を行うなど
して、これに対処する必要がある。
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　土地所有の過度な細分化によってもたらさ

れる障害も克服されねばならない。世界の農
場の約85%は2haに満たない。大半の低所得国
や低中所得国では、小規模農場の多くが、もは
や採算確保が難しいレベルにまで縮小してい
る。同時に、サハラ以南アフリカの多くの国々
では、高い生産力を秘めた地域で中規模農場
の数が増えている。今後は、旧来の営農コミュ
ニティによって運営される土地の細分化が進
む一方で、長期的には投資家による農地の集
約も起こるであろう。もっとも、農場規模の縮
小化は必ずしも生産性を妨げるものではない。
労働生産性は低くても、土地の生産性がきわ

めて高い場合もあるからだ。とはいえ、小規模
農家は、市場にアクセスしたり、新たな技術を
取り入れるのに必要な規模を確保するか（こ
の場合、公共サービスや農家の集団行動が重
要になってくる）、あるいは、小規模経営に特
に適した技術へのアクセスを確保しておかね
ばならない。一方で、土地所有権の強化――こ
れは効率的な借地市場にとって不可欠である
――も生産性を改善することができる。耕地
の賃貸は、農家が規模の経済を実現する一助
となりうるからだ。最近のエビデンスによれ
ば、借地市場は以前考えられていたよりも一
般的になっている。
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図16　地域別に見た農村人口1人当たり土地面積の変化（1970～2050年）
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総合要約

　農業が増加する食料需要をまかない、食習

慣の変化に適応し、営農システムを持続可能

なものにするためには、農業への投資を大幅

に増やす必要がある。小規模農場は、生産コス
トの点では大規模
商業農場とも張り
合える。しかし、
小規模農場は往々
にして、規模とは
関係のない要因、
例えば制度環境な
どの面で不利益を

受けやすい。小規模生産者は、生産性を高める
技術や持続可能な農法への投資に当たり、政
策の枠組みによる支援を必要とする。多くの
国々で、小規模農家は依然として、生産性や所
得の向上に必要なイノベーションや技術、知
見、情報へのアクセスに乏しいのが現状だ。今
後は、農家のニーズに適合した知見や投入財、
信用制度、研究開発への公共投資のソースに
小規模農家をいかに結びつけるかがきわめて
重要になってくる。多くの国々では、公的な普
及サービスの退潮によって生じたギャップを
埋める必要性が表面化している。資源配分の
ターゲティングを改善し、民間の助言サービ
スとより緊密な連携を図ることで、農家が需
要の変化に適応するのを支援できるであろう。
生産者組織の強化や、情報通信技術（ICT）の
大きなポテンシャルの活用に向けた投資も必
要だ。

　営農システムの変革には、機械化や先進的

な投入財の導入も欠かせない。土地不足は、小

規模農家の生産性を縛る大きな要因である。
より高い生産性を実現するには、資源利用の
効率化や先進的な物的投入財の導入――高収
量作物品種の導入や、負の外部要因の少ない
改良肥料の施用など――や、場合によっては、
アグロエコロジーといった、在来の知識と新
たな科学的知見の両方を考慮に入れたアプ
ローチを取り入れる必要がある。農業の機械
化も、他の投入財のパフォーマンスを高める
という点できわめて重要である。機械化は世
界中で、特に急速な発展を遂げてきた国々で
進んでおり、小規模農家に大きな利益をもた
らすことがわかっている。機械化の需要が小
規模農場でも増えるなか、耕作機械レンタル
市場や農業協同組合を介したシェアの仕組み
が、機械化普及のカギとなっている。東アジア
の一部地域では、レンタル市場の発展により、
耕作機械の利用が1985年から7倍も増加してい
る。農家のニーズに合わせた耕作機械の改良
も、小規模農家による効率的な営農手法の取

り入れを促すことができるであろう。 n

より広い見地に立った
取り組みを

　人々の暮らしは豊かになった一方で、世界

ではいまなお数十億人が、飢餓や貧困、失業、

環境悪化、疾病に苦しんでいる。人類が立ち向
かうべき最大の課題のひとつが、持続可能な
農業と食料システムを実現しつつ飢餓と貧困の
解消を目指す、「持続可能な開発目標（SDGs）」
の達成である。こうした課題は、過剰かつ偏っ
た人口圧力や、食料需要の大きな変化、より豊

現代の
情報通信技術は、
農家に対し、投入材の購入や
生産物の販売、
情報へのアクセス改善を
実現するための
多様なオプションを
提供している。
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かな暮らしを求める若者の大規模な流出に
よって、一層困難なものとなっている。SDGs
の実現には、産業化に立ち遅れた国々の経済
成長を拡大するために食料システムに梃入れ
する変革や戦略が求められる。そのためには、
より幅広い領域にわたって優先事項の見直し
が必要になる。

　総体的な貧困レベルを削減するにあたって、

農村部の経済発展は都市部の経済発展に劣ら

ず重要だ。このことは、政策立案者にとって重
要なメッセージを含んでいる。農村部に資源
を投下する必要があるのは、単に貧困や飢餓
にあえぐ人々の大半がそこに暮らしているか
らというだけでなく、広い基盤をもつ農村の
経済発展は、変革の強力な起爆剤となるから
である。農村経済の繁栄は、農村からの移出こ
そが貧困や飢餓から抜け出す唯一の選択肢だ
と捉えている住民に、それに代わる選択肢を
提供する。現下の構造変化から持ち上がるさ
まざまな課題のなかでも、アグロテリトリア
ル・アプローチは次の3つの点に重点的に対処
する。1つは、小規模生産者やその他の立場の
弱い集団が農村の変化の波に取り残され、そ
の恩恵にあずかることができなくなるリスク、
2つ目は、今後数年で農村の失業率の増加が予
想されること、3つ目は、農村部のインフラ不
足を解消し、農村と都市のつながりを強化す
る必要性である。これら3つの課題が、貧困削
減に向けた取り組みの中核に据えられる。

　農村から都市への移住の背景要因を理解し、

そのコストと利益を把握することが、政策の

優先事項に据えられねばならない。かつての
構造変革は、農村部からの大規模な人口移出
をもたらすこともあり、これには相応の利益
とコストが伴った。これからの構造変化にお
いては、都市部の経済的ポテンシャルの点で、
これまでとは異なることが予想される。すな
わち、サハラ以南アフリカや南アジアでは、産
業化の相対的な低迷と人口増加が、その特徴
となるだろう。とはいえ、このことは、農村か
ら都市への移住が減少していくことを意味す
るわけではなく、むしろ農村の人口増加の
ペースに雇用創出が追いつかない地域では、
移住圧力は今後もいっそう増していくと考え
られる。しかし、移住者が貧困から抜け出すた
めの選択肢は、都市部でも減少していくとみ
られる。テリトリアル開発アプローチは、こう
したジレンマの解消に貢献することができる。
すなわち、主要都市や小規模市町村に加え、地
域インフラネットワークの改善に向けたテリ
トリアル・プランニングと緊密に連携をとる
ことで、農村移出の背景にある要因に取り組
むことができる。例えば、地方で雇用が不足し
ている場合には、倉庫や冷蔵施設、卸売市場な
ど食料システムに連結したインフラに投資す
ることで、農業と農外部門の両方の雇用を創
出することができる。これは潜在的移住者が
離村する前に彼らのニーズを満たす1つの方法
である。農村住民が都市部のより豊かな条件
に誘引されがちな地域では、テリトリー一帯
に分布する小規模市町村や農村近郊での「集
積」サービス――教育、医療、通信、娯楽施設
など――に投資することで、混雑した大都市
への移出率を抑えることができる。
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総合要約

　今こそ、国家の開発戦略において農業・農

村開発の役割を見直すべきである。ここ数十
年来、セクターごとの政策立案において国の
役割の後退や過度な分掌化が進んだ結果、総
体的な戦略構想がないがしろにされてきた。
これが、公的な情報・統計システムを弱体化
させ、農業や農村経済に影響するダイナミク
スの分析・把握能力を低下させてきた。これ
は政策立案者にとって大きな障害であり、知
見創出への再投資が喫緊の課題である。とり
わけ、地域の現状分析は、目的の優先順位づけ
や、介入策のターゲティング、取り組みの手順

の決定にとって不可欠となる。国と地方の両
レベルで開発戦略に再び関与することは、こ
うしたプロセスへの再投資をも意味する。関
係者との協議も、ビジョンやコミットメント
の共有の土台となる当事者意識の醸成におい
て不可欠である。ただし、情報システムを適切
に管理運用し、結果を分析して進捗を監視す
るための能力構築には、時間がかかるうえ、十
分な計画と相当の取り組みが必要である。

　政策の一貫性を確保し地域のニーズに対応

するには、テリトリアル・アプローチが検討
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されるべきである。農村変革は多くの場合、食
料システムにおける個々の現場の変化が積み
重なった結果として起こる。したがって、食料
システムのみに焦点を当てた政策や計画立案
は、実際に生じた変化とは切り離せない、テリ
トリーごとの側面を見過ごす恐れがある。農
村変革に向けた食料システムの強化に当たっ
ては、食料システムのみに焦点を当てるので
はなく、各テリトリーの個々の現場の実態に
即したアプローチをとることで、公共政策に
おける都市偏重を断ち切り、食料システムの
縦割り的な側面と、その空間的・社会的・文
化的次元とを融合させることが求められるで
あろう。例えば、食料システムに対する都市と
農村の需要を明らかにし、さまざまな障壁を
取り除く手段に投資することでそうした需要
を満たす方法を検討するなどである。打開す
べき障壁は、道路や冷蔵施設の欠如といった
インフラにあるかもしれない。あるいは、障壁
は制度にあり、生産者グループとより緊密に
連携して、情報サービスや金融サービス、農村
の公共サービスへの彼らのニーズをより的確
に把握する必要があるかもしれない。こうし
た制約は現場によって千差万別である。テリ
トリアル・アプローチは、個々の現場のポテ
ンシャルを引き出し、個別のニーズに対応す
ることで、こうしたハードルを乗り越えるこ
とができる。

　農村の企業家精神を育み、（とりわけ女性と

若者の）雇用の多様化を促すには、技能開発が

必要となる。低所得国に、より高度な技能を
もった労働力があれば、農業生産性を高め、高

生産性サービス部門や産業部門の成長を刺激
するであろう。技能はテクノロジーを補完す
るものであり、報酬のよい仕事に就くには欠
かせない要件である。あらゆるレベルで教育
を支援する政策は、その効果を実感するまで
には時間を要するが、包摂的な農村変革に
とって重要である。農村の若年層の雇用適性
を高める施策には、職業訓練や教育の強化拡
充、インフォーマルセクターでの就労経験を
認知する仕組みの構築、就労機会や労働者の
権利に対する意識喚起などがある。

　社会保護も、移行期におけるリスク管理や、

レジリエントな農村生計の構築にとってきわ

めて重要である。社会保護は農村部において、
主に流動性制約を緩和し、労働移動を促進す
ることで、リスクは高いが見返りも大きい生
計活動に貧困世帯が積極的に投資できるよう
にする。最近の好例として、社会給付を農村の
雇用や農業生産の直接的な促進に結びつける
社会保護プログラムの設計が挙げられる。例
えば学校給食で提供する食料を公共機関が地
元の小規模家族農家から買い取り、地元の農
業の促進につなげる仕組みなどである。社会
保護はまた、所得格差を抑え、より公平かつ持
続可能な構造変革
や成長の道筋を開
く助けとなること
も、多くの中所得
国での実例が示す
とおりである。社
会保護プログラム
は、より健康で、

互いに結びついた
機能的な農村・
都市テリトリーは、
農場および農場外の
雇用創出に加え、
貧困削減、食料・栄養の
確保、農村からの移出に
代わる代替策の提供、
自然資源の持続的管理を
達成するためのカギとなる。
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総合要約

よりよい教育を受けた市民を育成し、需要の
変化への対応やより高いレベルの生産性への
転換にも適応できる、高い技能をもった労働
力を醸成する。

　目まぐるしく変化する今日の世界において、
個々のテリトリーに根差した食料システムは

価値ある資産であり、より包摂的な農村変革
に向けて大いに活用することができる。適切
なテリトリアル戦略は、農村と都市のつなが
りを醸成することで、豊かで持続可能な農村
経済の構築に不可欠となる、有利なビジネス
環境と農外収入機会の両方を、規模を問わず

あらゆる農家に提供することができる。 n
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今日の最大の課題のひとつは、飢餓と貧困を終わらせるのと同時に、農業と食料システムを持続可能な 

ものにすることである。この課題は、途切れのない人口増加、食料需要における根底からの変化、そして、

より良い暮らしを探し求める農村若年層の大量移住の脅威等を背景として、手ごわい課題である。本報告書は、

低所得諸国において、食料システムの潜在力を強化し、包摂的経済成長および農村繁栄の原動力となし 

得る諸戦略を提示するものである。報告書は、現在進行中である、経済構造および農村の変革を分析し、

これらの変革が多数の小規模食料生産者に提起する機会と課題を検討する。報告書は、都市や町とその 

周辺の農村との結合に焦点を絞り、農産工業およびインフラ開発と一体化したアグロテリトリアル・ 

プランニング・アプローチが、どのようにして食料セクター全体にわたって収入機会を発生させ、持続 

可能かつ包摂的な農村変革を支えることができるかを示している。
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